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東京都主税局長

総務省自治税務局長

（ 公 印 省 略 ）

「軽油引取税の課税免除について」の一部改正について

「軽油引取税の課税免除について」（平成２１年４月１日付け総税都第２０号）の一部を別添

のとおり改正しますので、適切に対処されますようよろしくお願いします。

なお、本通知は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４（技術的な助言）に

基づくものです。
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軽油引取税の課税免除についての一部改正新旧対照表

改 正 後 改 正 前

一～五 略 一～五 略

六 鉱工業等の用途（法附則第１２条の２の７①Ⅴ、令附則第１０条の２の２⑦） 六 鉱工業等の用途（法附則第１２条の２の７①Ⅴ、令附則第１０条の２の２⑦）

（一）～（四） 略 （一）～（四） 略

（五） 鉱さいバラス製造業 （五） 鉱さいバラス製造業

（１） 略 （１） 略

（２） 中小事業者等に該当しないものは課税免除の対象とならないものである （２） 中小事業者等に該当しないものは課税免除の対象とならないものである

こと。 こと。

なお、「中小事業者等」とは、租税特別措置法第１０条第８項第６号に なお、「中小事業者等」とは、租税特別措置法第１０条第８項第６号に

規定する中小事業者又は同法第４２条の４第１９項第７号に規定する中小 規定する中小事業者又は同法第４２条の４第８項 第７号に規定する中小

企業者をいい、次の法人又は個人をいうものであること。 企業者をいい、次の法人又は個人をいうものであること。

ア 資本金の額又は出資金の額が１億円以下の法人（ただし、次に掲げる ア 資本金の額又は出資金の額が１億円以下の法人（ただし、発行済株式

等の総数等の２分の１以上が同一の大規模法人により所有されている法

人及び発行済株式等の総数等の３分の２以上が複数の大規模法人により

法人を除く。） 所有されている法人を除く。）

（ア） 発行済株式等の総数等の２分の１以上が同一の大規模法人によ

り所有されている法人

（イ） 発行済株式等の総数等の３分の２以上が複数の大規模法人によ

り所有されている法人

（ウ） 他の通算法人のうちいずれかの法人が次に掲げる法人に該当し

ない場合における通算法人

ａ 資本金の額又は出資金の額が１億円以下の法人のうち（ア）

又は（イ）に掲げる法人以外の法人
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ｂ 資本又は出資を有しない法人のうち常時使用する従業員の数

が千人以下の法人

イ 資本又は出資を有しない法人の場合、常時使用する従業員の数が千人 イ 資本又は出資を有しない法人の場合、常時使用する従業員の数が千人

以下の法人（ただし、当該法人が通算親法人である場合には、ア（ウ） 以下の法人

に掲げる法人を除く。）

ウ 常時使用する従業員の数が千人以下の個人 ウ 常時使用する従業員の数が千人以下の個人

この場合において、資本金等の額については法人税申告書の写し等によ この場合において、資本金等の額については法人税申告書の写し等によ

り、出資関係については出資関係図等によりそれぞれ判断するものである り、出資関係については出資関係図等によりそれぞれ判断するものである

こと。 こと。

（３） 略 （３） 略

（六）～（十四） 略 （六）～（十四） 略
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